
第７期高知県保健医療計画（本文）

【新旧対照表（案）】

※ この資料においては、年度のみに変更が

ある項目（例：平成 35 年度→令和５年度）

については、掲載を省略しています。
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第１章 保健医療計画の基本的事項

第１節 保健医療計画策定の趣旨

医療計画制度は、昭和 60 年の医療法改正により導入され、本県では、地域医療が衛生や

予防など保健の領域にも深く関わることから、昭和 63 年の高知県地域保健医療計画以来

「保健医療計画」として策定してきました。

この間、生活習慣病の急増など疾病構造の変化、医療技術の進歩や県民の医療に対する

意識の変化など、医療を取り巻く環境は大きく変わっており、中でも高齢化の進展につい

ては、令和７（2025）年にいわゆる「団塊の世代」が75歳以上となり、人口の3割以上が65

歳以上となることが見込まれています。高齢化が全国に先行し進んでいる本県においては、

令和２（2020）年に医療・介護のニーズがピークを迎えますが、その後は人口減少等によ

り徐々に減少すると見込まれています。

こうした背景の下、それぞれの地域において、医療提供体制を維持、充実させるため、

引き続き、医師や看護師などの医療従事者の確保や、在宅医療の推進に向けた多職種間の

連携強化などに取り組むとともに、その後の中長期的な医療ニーズに沿った、効率的で持

続可能なバランスの取れた、その地域における医療・介護サービスの提供体制を構築する

ことが必要となります。

第７期となる高知県保健医療計画では、５疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、

糖尿病、精神疾患）、５事業（救急医療、周産期医療、小児救急を含む小児医療、へき地医療、

災害時における医療）及び在宅医療と、新たに、平成 28 年 12 月に保健医療計画の一部とし

て策定した「高知県地域医療構想」を加え、急性期から回復期、慢性期までの一体的な医

療連携体制の構築に向け、医療と介護の整合性を確保しつつ、各項目の現状と課題、そし

て今後の対策と具体的な施策や目標を明確に示すこととしました。

今後は、この計画に基づいて、行政と医療及び介護関係者が保健・医療・介護の充実を

図ることで地域包括ケアシステムの構築に一体的に取り組み、その結果を検証し、また新

たな課題にも対応するなど政策循環につなげることで、「日本一の健康長寿県構想」の目

標である、「県民の誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らし続けることのできる高知

県」を目指します。
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【医療計画制度に関する医療法等改正の主な経緯】

昭和 60 年 第１次改正

医療資源の地域偏在の是正と医療施設の連携の推進を目指すため医療計画制度を導入。

二次医療圏ごとに必要病床数を設定

平成 ９年 第３次改正

医療機関の役割分担の明確化及び連携の推進のため医療計画制度の充実を図る。また、二

次医療圏ごとに医療関係施設間の機能分担、業務連携等を記載

平成 12 年 第４次改正

基準病床数へ名称を変更。療養病床及び一般病床を創設

平成 18 年 第５次改正

４疾病５事業の具体的な医療連携体制を位置付け

平成 24 年 一部改正

医療計画に医療連携体制を位置付ける疾病等に新たに精神疾患と在宅医療を追加し、「５

疾病５事業及び在宅医療」とする

平成 26 年 第６次改正

病床機能報告制度と地域医療構想の策定、認定医療法人制度の創設

平成 27 年 第７次改正

地域医療連携推進法人制度の創設、医療法人の経営の透明性の確保及びガバナンスの強化

令和 ２年 一部改正（中間見直し）

国が改正した指針等を踏まえた指標及び記載事項の見直し

第２節 計画の基本理念

県民、医療機関、関係団体、行政などが共通の認識のもとに、『県民誰もが安心して医

療を受けられる環境づくり』を目指します。

○県の医療政策の基本指針となる計画

○県民や医療機関、関係団体の活動の指針となる計画

第３節 計画の期間

６年間（平成 30 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日まで）

第 7 期計画より、医療と介護の施策を一体的に進めていく必要があることから、計画期

間が３年である介護保険事業(支援)計画と見直し時期を一致させるため、計画期間が５年

間から６年間へ変更になります。

また、令和２年度に６年間の中間年度として、計画の中間見直しを行いました。

第４節 関連する他の計画

本計画に関連する保健と医療、福祉の分野では法や条例などに基づきそれぞれ図表

1-1-1 に示す計画や構想があります。これらの計画などの実行においては、日本一の健康

長寿県構想を基に、本計画とも整合をとって取組を進めます。
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第２節 歯科医師

歯科医師は、歯科診療や保健指導、健康管理などを通じて、むし歯・歯周病対策や医療

と連携した歯周病による全身疾患への対策、高齢期等における口腔ケア・口腔機能向上な

どにより、生涯に渡る歯と口の健康づくりを進める重要な役割を担います。

また、南海トラフ地震など大規模災害時には、助かった命を守るための口腔領域の外傷

対応や誤嚥性肺炎による災害関連死を防ぐための口腔ケア対策など、災害時の歯科保健医

療活動における役割が重視されており、歯科医師の活動分野は広がっています。

現状と課題

１ 歯科医師の状況

医師・歯科医師・薬剤師統計により届出のあった本県の歯科医師数は、528 人（平成

30 年調査）であり、人口 10 万人当たりでは 74.8 人と全国平均の 83.0 人を下回っては

いるものの、本県と同様に歯科医師の養成施設がない中四国の各県とほぼ同様の水準と

なっています。また、保健医療圏別にみると安芸 59.4 人、中央 78.3 人、高幡 56.3 人、

幡多 72.6 人となっており、中央圏域は歯科医師が増加傾向にあります。

一方で、高齢化の進展により介護を必要とする人も増加しているため、居宅や高齢者

施設などでの訪問歯科診療のニーズが高まっており、これらを担う歯科医師の確保と、

訪問歯科診療に必要な専門技術のスキルアップが必要です。

（図表 4-2-1）歯科医師数の推移 （図表 4-2-2）保健医療圏ごとの歯科医師数

２ 期待される役割

生涯に渡り歯と口の健康づくりを推進するため、妊娠期においては歯周病が早産・低

体重児出産のリスクとなることの理解や定期的な歯科健診の重要性についての周知、学

齢期においては効果的なむし歯予防法として学校でのフッ化物洗口の実施を推進する必

要があります。

また、歯周病ががんや糖尿病といった全身疾患に影響を与えることから、定期的な歯

科健診の受診やがん治療時等の医科歯科連携の推進を図ることや、高齢期等における口

（平成 10 年＝100）
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腔衛生状態の改善や摂食嚥下機能の向上を図ることで誤嚥性肺炎の予防やＡＤＬ（日常

生活動作）の改善につなげることが重要になっています。

加えて、南海トラフ地震など大規模災害時には、口腔領域の外傷対応に加え、死亡者

の身元確認や被災者への口腔ケアなど多くの役割を担います。このため、災害時のマン

パワーや通信連絡手段の確保、医療救護活動などへの派遣体制について、検討を進める

必要があります。

対策

１ 多様化する役割への対応

県は歯科医師会と連携して、むし歯・歯周病対策や訪問歯科医療の充実、災害時の応

急対応・口腔ケア対策といった、多様化する歯科保健医療に適切に対応するための研修

などを行うことにより人材の育成と確保に努めます。

２ 大規模災害への対応

県は、災害時における地域住民の健康を守るため、それぞれの地域で歯科医師会、医

師会、薬剤師会、看護協会などとの連携及び情報共有を進め、災害時に機能する連絡網

の整備と歯科医師の派遣体制の検討を行います。また、避難所などで歯科治療を行うた

めの携帯用歯科医療機器の整備を行うとともに、災害時に対応できる人材の確保に努め

ます。

目標

○ 歯科医師数について、現状を維持することを目指します。（区分：S）

区分の欄 Ｓ（ストラクチャー指標）：医療サービスを提供する物的・人的資源及び組織体制等を測る指標
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腔衛生状態の改善や摂食嚥下機能の向上を図ることで誤嚥性肺炎の予防やＡＤＬ（日常

生活動作）の改善につなげることが重要になっています。

加えて、南海トラフ地震など大規模災害時には、口腔領域の外傷対応に加え、死亡者

の身元確認や被災者への口腔ケアなど多くの役割を担います。このため、災害時のマン

パワーや通信連絡手段の確保、医療救護活動などへの派遣体制について、検討を進める

必要があります。

対策

１ 多様化する役割への対応

県は歯科医師会と連携して、むし歯・歯周病対策や訪問歯科医療の充実、災害時の応

急対応・口腔ケア対策といった、多様化する歯科保健医療に適切に対応するための研修

などを行うことにより人材の育成と確保に努めます。

２ 大規模災害への対応

県は、災害時における地域住民の健康を守るため、それぞれの地域で歯科医師会、医

師会、薬剤師会、看護協会などとの連携及び情報共有を進め、災害時に機能する連絡網

の整備と歯科医師の派遣体制の検討を行います。また、避難所などで歯科治療を行うた

めの携帯用歯科医療機器の整備を行うとともに、災害時に対応できる人材の確保に努め

ます。

目標

○ 歯科医師数について、現状を維持することを目指します。（区分：S）

区分の欄 Ｓ（ストラクチャー指標）：医療サービスを提供する物的・人的資源及び組織体制等を測る指標
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第３ 歯科衛生士・歯科技工士

歯科衛生士は、歯科医師の指示のもとでの歯科診療の補助や、むし歯や歯周病にならな

いための予防処置や歯科保健指導を行うなど、歯の健康を守る重要な役割を担います。

また、歯科技工士は、歯科医師の指示に従い、義歯（入れ歯）や差し歯、歯並びの矯正

装置などを製作する専門職で、高い技術が求められる職種です。

現状と課題

１ 歯科衛生士・歯科技工士の状況

本県の歯科衛生士の医療機関への就業者数は、平成 30 年衛生行政報告例によると 955

人で、人口 10 万人当たりでは 142.1 人と全国平均の 104.9 人を大きく上回っています。

しかし、圏域別の歯科診療所に従事する歯科衛生士数は、平成 29 年医療施設調査によ

ると、１歯科診療所当たり安芸保健医療圏 2.1 人、中央保健医療圏 2.3 人に対し、高幡

保健医療圏 1.5 人、幡多保健医療圏 1.3 人と県西部の地域で少なくなっています。

また、高齢化の進展に伴い増加する訪問歯科診療のニーズに対応するため、口腔ケア

等を担う歯科衛生士のマンパワーを充足していく必要があります。

県内の医療機関や歯科技工所に勤務する歯科技工士は、平成 30 年衛生行政報告例によ

ると 235 人となっています。人口 10 万人当たりは 33.3 人で全国平均 27.3 人を上回って

いますが、平成 22 年度末に県内唯一の歯科技工士養成所が廃止された影響もあり平成

10 年の 39.9 人からは減少傾向にあります。

２ 期待される役割

高齢化の進行や要介護者の増加により、疾病や障害等のために歯科医療機関への通院

が困難なケースに対する潜在的な訪問歯科診療にニーズの増加が見込まれており、在宅

歯科医療の対応力強化に向けた人材の確保と専門性の向上が必要となっています。

また、南海トラフ地震など大規模災害には、被災者への口腔ケアなど多くの役割を担

うため、災害時のマンパワーや通信連絡手段の確保、医療救護活動などへの派遣体制に

ついて、検討を進める必要があります。

対策

１ 人材の確保

県は、歯科保健・医療のニーズなど需要動向を踏まえた養成のあり方について関係団

体とともに検討し、歯科衛生士・歯科技工士の確保に努めます。

また、県及び歯科医師会は、結婚・出産などで離職した歯科医療従事者に対する復職

支援を行うとともに、養成施設などの関係機関と連携して人材確保に努めます。

２ 在宅歯科医療の充実

県は歯科医師会と連携して、在宅歯科医療の推進・充実に向け、歯科衛生士に対する

研修を行うなど専門性の強化に取り組みます。
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歯科衛生士は、歯科医師の指示のもとでの歯科診療の補助や、むし歯や歯周病にならな

いための予防処置や歯科保健指導を行うなど、歯の健康を守る重要な役割を担います。

また、歯科技工士は、歯科医師の指示に従い、義歯（入れ歯）や差し歯、歯並びの矯正

装置などを製作する専門職で、高い技術が求められる職種です。

現状と課題

１ 歯科衛生士・歯科技工士の状況

本県の歯科衛生士の医療機関への就業者数は、平成 28 年衛生行政報告例によると

1,023 人で、人口 10 万人当たりでは 141.9 人と全国平均の 97.6 人を大きく上回ってい

ます。

しかし、圏域別の歯科診療所に従事する歯科衛生士数は、平成 26 年医療施設調査によ

ると、１歯科診療所当たり安芸保健医療圏 2.1 人、中央保健医療圏 2.5 人に対し、高幡

保健医療圏 1.4 人、幡多保健医療圏 1.1 人と県西部の地域で少なくなっています。

また、高齢化の進展に伴い増加する訪問歯科診療のニーズに対応するため、口腔ケア

等を担う歯科衛生士のマンパワーを充足していく必要があります。

県内の医療機関や歯科技工所に勤務する歯科技工士は、平成 28 年衛生行政報告例によ

ると 236 人となっています。人口 10 万人当たりは 32.7 人で全国平均 27.3 人を上回って

いますが、平成 22 年度末に県内唯一の歯科技工士養成所が廃止された影響もあり平成

10 年の 39.9 人からは減少傾向にあります。

２ 期待される役割

高齢化の進行や要介護者の増加により、疾病や障害等のために歯科医療機関への通院

が困難なケースに対する潜在的な訪問歯科診療にニーズの増加が見込まれており、在宅

歯科医療の対応力強化に向けた人材の確保と専門性の向上が必要となっています。

また、南海トラフ地震など大規模災害には、被災者への口腔ケアなど多くの役割を担

うため、災害時のマンパワーや通信連絡手段の確保、医療救護活動などへの派遣体制に

ついて、検討を進める必要があります。

対策

１ 人材の確保

県は、歯科保健・医療のニーズなど需要動向を踏まえた養成のあり方について関係団

体とともに検討し、歯科衛生士・歯科技工士の確保に努めます。

また、県及び歯科医師会は、結婚・出産などで離職した歯科医療従事者に対する復職

支援を行うとともに、養成施設などの関係機関と連携して人材確保に努めます。

２ 在宅歯科医療の充実

県は歯科医師会と連携して、在宅歯科医療の推進・充実に向け、歯科衛生士に対する

研修を行うなど専門性の強化に取り組みます。
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出典：平成 23 年～27 年高知県脳卒中患者調査

出典：平成 23 年～27 年高知県脳卒中患者調査

出典：平成 24 年・27 年高知県脳卒中患者調査

（注 12）t-PA 療法の適応がある症例のうち、時間制限にかからず実施できた割合
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（図表6-2-24）救急車・ドクターヘリの搬送によるt-PAの使用状況
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（図表6-2-25）救急車・ドクターヘリ以外の搬送によるt-PA使用状況

（件）
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H27 75.0% 62.4% 63.6% 71.9%
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（図表6-2-26）保健医療圏別（患者住所地）のt-PA実施率（注12）
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（４）施設間ネットワークの構築による医療資源の効率的な運用

施設間ネットワークの構築によって、医療資源の効率的運用及び地域における複数の

医療機関の連携を可能にし、地域における複数の医療機関が連携して、24 時間急性期診

療を提供できる体制を目指します。本県でも実施例があるものとしては、Drip&Ships 法
（注 25）があります。他にも、遠隔診断を用いた診断の補助や、Drip&Stay 法（注 26）等の活

用も考えられます。

（注 25）Drip&Ships 法とは、遠隔診療を用いることによって、脳卒中に精通した医師の指示下に t-PA 療法を開始した

上で、血管内治療が可能な施設を含む、より専門的な診療が可能な施設に、脳梗塞患者を搬送することをいう。

（｢脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療提供体制の在り方について（平成 29 年 7 月）｣から引用）

（注 26）Drip&Stay 法とは、脳梗塞患者に対し、遠隔診療を用いる等によって、脳卒中に精通した医師の指示下に t-PA

療法を実施し、引き続き当該施設内で診療を継続することをいう。（｢脳卒中、心臓病その他の循環器病に係

る診療提供体制の在り方について（平成 29 年 7 月）｣から引用）

３ 回復期～慢性期の医療提供体制

（１）先進事例等を参考に脳卒中再発予防の施策を検討する

本県の糖尿病性腎症重症化予防プログラムや他の自治体の先進事例を参考にし、脳卒

中再発予防のための施策を検討します。

（２）回復期から慢性期のアウトカム指標に係るデータを集積し、課題設定・対策に活用する

県は、保険者や連携パスと連動して回復期～慢性期の再発や合併症、身体機能の回復

等に係るデータを集積していきます。併せて、回復期リハビリテーション病棟での平均

在院日数の調査を検討します。

県及び歯科医師会は、脳卒中後遺症等による口腔機能障害に伴う誤嚥性肺炎の予防や

栄養摂取不良の改善を図るため、摂食嚥下機能障害の治療やケアに対応できる歯科医

師・歯科衛生士の人材の育成に努めます。

目標

１ 発症の予防

【最終目標】①②脳血管疾患患者数の減少

【中間目標】①治療中の高血圧患者の血圧コントロールが良くなる

②未治療の高血圧患者が減少する

③心房細動の未治療者が減少する

④糖尿病患者の減少

⑤喫煙者の減少

【個別施策】①特定健診率の向上

②特定保健指導実施率の向上

区

分 項目 直近値 目標（令和５年度） 直近値の出典

最終
目標

O ①脳血管疾患発症者数 2,826 増加させない
平成 28 年高知県脳

卒中患者調査

O
②脳血管疾患受療率
（人口 10 万人当たり）

入院 261
外来 72

入院 170 以下
外来 直近値以下

平成 26 年患者調査
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（４）施設間ネットワークの構築による医療資源の効率的な運用

施設間ネットワークの構築によって、医療資源の効率的運用及び地域における複数の

医療機関の連携を可能にし、地域における複数の医療機関が連携して、24 時間急性期診

療を提供できる体制を目指します。本県でも実施例があるものとしては、Drip&Ships 法
（注 25）があります。他にも、遠隔診断を用いた診断の補助や、Drip&Stay 法（注 26）等の活

用も考えられます。

（注 25）Drip&Ships 法とは、遠隔診療を用いることによって、脳卒中に精通した医師の指示下に t-PA 療法を開始した

上で、血管内治療が可能な施設を含む、より専門的な診療が可能な施設に、脳梗塞患者を搬送することをいう。

（｢脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療提供体制の在り方について（平成 29 年 7 月）｣から引用）

（注 26）Drip&Stay 法とは、脳梗塞患者に対し、遠隔診療を用いる等によって、脳卒中に精通した医師の指示下に t-PA

療法を実施し、引き続き当該施設内で診療を継続することをいう。（｢脳卒中、心臓病その他の循環器病に係

る診療提供体制の在り方について（平成 29 年 7 月）｣から引用）

３ 回復期～慢性期の医療提供体制

（１）先進事例等を参考に脳卒中再発予防の施策を検討する

本県の糖尿病性腎症重症化予防プログラムや他の自治体の先進事例を参考にし、脳卒

中再発予防のための施策を検討します。

（２）回復期から慢性期のアウトカム指標に係るデータを集積し、課題設定・対策に活用する

県は、保険者や連携パスと連動して回復期～慢性期の再発や合併症、身体機能の回復

等に係るデータを集積していきます。併せて、回復期リハビリテーション病棟での平均

在院日数の調査を検討します。

県及び歯科医師会は、脳卒中後遺症等による口腔機能障害に伴う誤嚥性肺炎の予防や

栄養摂取不良の改善を図るため、摂食嚥下機能障害の治療やケアに対応できる歯科医

師・歯科衛生士の人材の育成に努めます。

目標

１ 発症の予防

【最終目標】①②脳血管疾患患者数の減少

【中間目標】①治療中の高血圧患者の血圧コントロールが良くなる

②未治療の高血圧患者が減少する

③心房細動の未治療者が減少する

④糖尿病患者の減少

⑤喫煙者の減少

【個別施策】①特定健診率の向上

②特定保健指導実施率の向上

区

分 項目 直近値 目標（平成 35 年度） 直近値の出典

最終
目標

O ①脳血管疾患発症者数 2,826 増加させない
平成 28 年高知県脳

卒中患者調査

O
②脳血管疾患受療率
（人口 10 万人当たり）

入院 261
外来 72

入院 170 以下
外来 直近値以下

平成 26 年患者調査
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２ 救護搬送体制・急性期の医療提供体制

【最終目標】①②③④脳血管疾患の年齢調整死亡率が低下する

⑤⑥脳卒中になっても自立している人が多い

【中間目標】①救急車・ドクターヘリ搬送以外の患者で時間超過による禁忌で t-PA 投与で

きなかった件数を減らす

②t-PA 療法の実施率が上がる

③発症から受診まで 4.5 時間以内の割合

④病院到着から t-PA 療法開始までの時間が 60 分以内の割合が増える

【個別施策】脳卒中プロトコールの策定の検討

中間
目標

P

①特定健診受診者
（降圧剤の服用者）
収縮期血圧 140mmHg
未満の者の割合

男性 66％
女性 69％

70％以上

平成 27 年度高知県

市町村国保・協会け

んぽ高知支部 特定

健診実績

P
②高血圧性疾患患者
の年齢調整外来受療
率（人口 10 万人当たり）

248 270 平成 26 年患者調査

P
③心原性脳塞栓症患者

における心房細動合併

者で治療中の割合

26.8％ 40％以上
平成 28 年高知県
脳卒中患者調査

P
④糖尿病患者の外来
受療率（人口 10 万人当

たり）

179 200 以上 平成 26 年患者調査

P ⑤喫煙率
男性 28.6％
女性 7.4％

男性 20％
女性 5％

平成 28 年高知県県
民健康・栄養調査

個別
施策

P ①特定健診受診率 46.6％ 70％

平成 27 年度厚生労働省

「特定健康診査・特定保

健指導に関するデータ」

（都道府県別一覧）

P
②特定保健指導実施
率

14.6％ 45％

平成 27 年度厚生労働省

「特定健康診査・特定保

健指導に関するデータ」

（都道府県別一覧）

区

分 項目 直近値 目標（令和５年度） 直近値の出典

最終
目標

O
①脳血管疾患の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 37.6
女性 20.2

男性 34.0
女性 16.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）

O
②脳梗塞の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 17.7
女性 9.0

男性 16.0
女性 8.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）

O
③脳出血の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 14.7
女性 5.0

男性 13.0
女性 4.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）

O
④くも膜下出血の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 3.7
女性 5.7

男性 2.5
女性 4.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）
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２ 救護搬送体制・急性期の医療提供体制

【最終目標】①②③④脳血管疾患の年齢調整死亡率が低下する

⑤⑥脳卒中になっても自立している人が多い

【中間目標】①救急車・ドクターヘリ搬送以外の患者で時間超過による禁忌で t-PA 投与で

きなかった件数を減らす

②t-PA 療法の実施率が上がる

③発症から受診まで 4.5 時間以内の割合

④病院到着から t-PA 療法開始までの時間が 60 分以内の割合が増える

【個別施策】脳卒中プロトコールの策定の検討

中間
目標

P

①特定健診受診者
（降圧剤の服用者）
収縮期血圧 140mmHg
未満の者の割合

男性 66％
女性 69％

70％以上

平成 27 年度高知県

市町村国保・協会け

んぽ高知支部 特定

健診実績

P
②高血圧性疾患患者
の年齢調整外来受療
率（人口 10 万人当たり）

248 270 平成 26 年患者調査

P
③心原性脳塞栓症患者

における心房細動合併

者で治療中の割合

26.8％ 40％以上
平成 28 年高知県
脳卒中患者調査

P
④糖尿病患者の外来
受療率（人口 10 万人当

たり）

179 200 以上 平成 26 年患者調査

P ⑤喫煙率
男性 28.6％
女性 7.4％

男性 20％
女性 5％

平成 28 年高知県県
民健康・栄養調査

個別
施策

P ①特定健診受診率 46.6％ 70％

平成 27 年度厚生労働省

「特定健康診査・特定保

健指導に関するデータ」

（都道府県別一覧）

P
②特定保健指導実施
率

14.6％ 45％

平成 27 年度厚生労働省

「特定健康診査・特定保

健指導に関するデータ」

（都道府県別一覧）

区

分 項目 直近値 目標（平成 35 年度） 直近値の出典

最終
目標

O
①脳血管疾患の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 37.6
女性 20.2

男性 34.0
女性 16.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）

O
②脳梗塞の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 17.7
女性 9.0

男性 16.0
女性 8.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）

O
③脳出血の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 14.7
女性 5.0

男性 13.0
女性 4.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）

O
④くも膜下出血の
年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

男性 3.7
女性 5.7

男性 2.5
女性 4.0

平成 27 年都道府県
別年齢調整死亡率
（厚生労働省）
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３ 回復期～慢性期の医療提供体制

【最終アウトカム】回復期リハビリテーション病棟から自宅への復帰割合の増加

【中間アウトカム】①回復期医療機関退院時の FIM の上昇

②回復期医療機関退院時の Barthel Index の上昇

＊の項目については、対策の成果を確認するため必要な指標であるが、現時点では把握が困難なため、今後調査の実施

や目標設定等について検討を行う。

最終

目標

O
⑤発症 90 日後の
mRS0-2

＊

高知県脳卒中患者実

態調査等によりデータ

を集積し、現状値を把

握する。

－

O

⑥急性期病院から在
宅等の生活の場に復
帰した脳血管疾患患
者の割合（％）

40.7 50 以上
平成 28 年高知県
脳卒中患者調査

中間
目標

P

①救急車・ドクター
ヘリ搬送以外の患者
で、時間超過による
禁忌で t-PA 投与でき
なかった件数と割合

55％
44 件

30％
24 件

平成 27 年
高知県脳卒中

患者調査

P

②t-PA 投与した症例
数／発症 4.5 時間以
内来院で t-PA 投与が
禁忌でない症例数

＊

高知県脳卒中患者実

態調査等によりデータ

を集積し、現状値を把

握する。

－

P
③発症から受診まで
4.5 時間以内の割合

55％ 現状値以上
平成 31 年高知県

脳卒中患者実態調査

P
④病院到着から t-PA
療法開始までの時間
が 60 分以内の割合

＊

高知県脳卒中患者実

態調査等によりデータ

を集積し、現状値を把

握する。

個別
施策

P
脳卒中プロトコール
の策定

なし 策定の検討を実施

区

分 項目 直近値 目標（令和５年度） 直近値の出典

最終
目標

O
回復期リハビリテーシ
ョン病棟から在宅復帰
率

＊

高知大学及び高知県

回復期リハビリテー

ション病棟連絡会の

協力を得ながら、現状

値を把握する。

－

中間
目標

O
回復期医療機関退院
時の FIM

＊ 〃 〃

区分の欄 Ｐ（プロセス指標）：実際にサービスを提供する主体の活動や、他機関との連携体制を測る指標

Ｏ（アウトカム指標）：医療サービスの結果として住民の健康状態や患者の状態を測る指標 - 129 -

３ 回復期～慢性期の医療提供体制

【最終アウトカム】回復期リハビリテーション病棟から自宅への復帰割合の増加

【中間アウトカム】①回復期医療機関退院時の FIM の上昇

②回復期医療機関退院時の Barthel Index の上昇

＊の項目については、対策の成果を確認するため必要な指標であるが、現時点では把握が困難なため、今後調査の実施

や目標設定等について検討を行う。

最終

目標

O
⑤発症 90 日後の
mRS4-5

＊ ＊
高知県脳卒中

患者調査（予定）

O

⑥急性期病院から在
宅等の生活の場に復
帰した脳血管疾患患
者の割合（％）

40.7 50 以上
平成 28 年高知県
脳卒中患者調査

中間
目標

P

①救急車・ドクター
ヘリ搬送以外の患者
で、時間超過による
禁忌で t-PA 投与でき
なかった件数と割合

55％
44 件

30％
24 件

平成 27 年
高知県脳卒中

患者調査

P

②t-PA 投与した症例
数／発症 4.5 時間以
内来院で t-PA 投与が
禁忌でない症例数

＊ ＊
高知県脳卒中

患者調査（予定）

P
③発症から受診まで
4.5 時間以内の割合

＊ ＊
高知県脳卒中

患者調査（予定）

P
④病院到着から t-PA
療法開始までの時間
が 60 分以内の割合

＊ ＊
高知県脳卒中

患者調査（予定）

個別
施策

P
脳卒中プロトコール
の策定

なし 策定の検討を実施

区

分 項目 直近値 目標（平成 35 年度） 直近値の出典

最終
目標

O
回復期リハビリテーシ
ョン病棟から在宅復帰
率

＊ ＊
高知県回復期リハビ
リテーション病棟連
絡会提供（予定）

中間
目標

O
①回復期医療機関
退院時の FIM

＊ ＊
高知県回復期リハビ
リテーション病棟連
絡会提供（予定）

O
②回復期医療機関
退院時の Barthel
Index

＊ ＊
高知県回復期リハビ
リテーション病棟連
絡会提供（予定）

区分の欄 Ｐ（プロセス指標）：実際にサービスを提供する主体の活動や、他機関との連携体制を測る指標

Ｏ（アウトカム指標）：医療サービスの結果として住民の健康状態や患者の状態を測る指標
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＜参考＞ 医療機能別医療機関情報

１ 脳卒中センター

24 時間 365 日、脳卒中の急性期患者の受入体制が整備されているとともに、緊急血

栓溶解療法（ｔ－ＰＡ製剤治療）や緊急脳外科手術などの専門的な治療が可能な病院で

す。

【要件】

(1) 24 時間 365 日、脳卒中の急性期患者の受入れが可能である。

(2) 常勤の脳神経外科医または神経内科医が３名以上いる。

(3) 診療報酬施設基準による脳血管疾患等リハビリテーション料Ⅰ又はⅡの届出があり、常

勤の理学療法士２人以上による急性期リハビリテーションを実施している。

(4) ＣＴ及びＭＲＩを有する。

(5) 年間の脳卒中による入院患者数が 50 症例以上である。

(6) 緊急ｔ－ＰＡ 製剤治療及び緊急脳神経外科手術が実施可能である。

(7) 緊急血管内治療が実施可能である。

(8) ＮＳＴ（栄養サポートチーム）、ＩＣＴ（感染制御チーム）などの活動を実施している。

(9) 連携による継続的なリハビリテーションを実施している。

(10) 脳卒中データバンクへ参加している。

(11) 県民・救急隊・かかりつけ医への教育や啓発活動を実施している。

（図表 6-2-52）脳卒中センター

出典：平成 28 年高知県脳卒中患者調査

＊については、「脳卒中センター」の要件（7）の緊急血管内治療が可能な医療機関

脳卒中センターの要件として新たに項目（7）の追加を行ったが、要件を満たしていない医

療機関についても現在果たしている役割を考慮し、本計画策定時においては、脳卒中センター

として記載を行う。

なお、中間見直し時（平成 32 年度）に、実際の役割が明確化されるよう脳卒中センター及

び脳卒中支援病院の枠組みの検討を行う。

保健医療圏 医 療 機 関

安芸(1) あき総合病院

中央(7)

愛宕病院 いずみの病院

高知医療センター＊ 高知赤十字病院＊

高知大学医学部附属病院＊ 近森病院＊

もみのき病院

幡多(1) 幡多けんみん病院＊
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＜参考＞ 医療機能別医療機関情報

１ 脳卒中センター

24 時間 365 日、脳卒中の急性期患者の受入体制が整備されているとともに、緊急血

栓溶解療法（ｔ－ＰＡ製剤治療）や緊急脳外科手術などの専門的な治療が可能な病院で

す。

【要件】

(1) 24 時間 365 日、脳卒中の急性期患者の受入れが可能である。

(2) 常勤の脳神経外科医または神経内科医が３名以上いる。

(3) 診療報酬施設基準による脳血管疾患等リハビリテーション料Ⅰ又はⅡの届出があり、常

勤の理学療法士２人以上による急性期リハビリテーションを実施している。

(4) ＣＴ及びＭＲＩを有する。

(5) 年間の脳卒中による入院患者数が 50 症例以上である。

(6) 緊急ｔ－ＰＡ 製剤治療及び緊急脳神経外科手術が実施可能である。

(7) 緊急血管内治療が実施可能である。

(8) ＮＳＴ（栄養サポートチーム）、ＩＣＴ（感染制御チーム）などの活動を実施している。

(9) 連携による継続的なリハビリテーションを実施している。

(10) 脳卒中データバンクへ参加している。

(11) 県民・救急隊・かかりつけ医への教育や啓発活動を実施している。

（図表 6-2-52）脳卒中センター

出典：平成 28 年高知県脳卒中患者調査

＊については、「脳卒中センター」の要件（7）の緊急血管内治療が可能な医療機関

脳卒中センターの要件として新たに項目（7）の追加を行ったが、要件を満たしていない医

療機関についても現在果たしている役割を考慮し、本計画策定時においては、脳卒中センター

として記載を行う。

なお、中間見直し時（平成 32 年度）に、実際の役割が明確化されるよう脳卒中センター及

び脳卒中支援病院の枠組みの検討を行う。

保健医療圏 医 療 機 関

中央(7)

愛宕病院 いずみの病院

高知医療センター＊ 高知赤十字病院＊

高知大学医学部附属病院＊ 近森病院＊

もみのき病院

幡多(1) 幡多けんみん病院＊
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（図表 6-3-33）虚血性心疾患の退院患者平均在院日数および在宅復帰率

出典：平成 26 年患者調査

課題

１ 発症前

（１）生活習慣の改善

急性心筋梗塞を予防するためには、脂質異常症、喫煙、高血圧、糖尿病、メタボ

リックシンドローム、ストレスなどの危険因子についての啓発と、特定健診等によ

る健康状態の把握と生活習慣の改善を通じた発症リスクの低減を図ることが求めら

れています。

特定健診等において脂質異常等の発症リスクを指摘された方が保健指導や医療機

関受診に着実につながるよう特定保健指導の徹底や受診勧奨の取り組みが重要です。

（２）心血管疾患（特に急性心筋梗塞）の知識の普及

急性心筋梗塞を発症しても胸痛などの典型的な症状でなければ、急性心筋梗塞を

疑わずに医療機関を受診するのが遅くなる患者さんがいます。患者さん自身が急性

心筋梗塞のハイリスク者だと認識すること、そして非典型的な症状を知っているか

否かが発症から受診時間までを大きく左右します。

２ 救護搬送体制

急性心筋梗塞を発症した後は、速やかな専門的治療が必要ですが、急性心筋梗塞

治療センターは、中央医療圏に4医療機関、幡多医療圏に1医療機関と中央医療圏に

集中しており、アクセス性に課題があります。

しかしながら、あき総合病院で緊急冠動脈造影や経皮的冠動脈形成術が行えるよ

うになり、救急隊の現場到着から病院到着までに要する時間は改善傾向にあり、ア

クセス性は改善の方向性を示しています。

３ 急性期の医療提供体制

「病院到着からバルーン拡張までの時間（Ｄ２Ｂ）の中央値と 90 分以内の割合」

は、急性心筋梗塞治療センターの各医療機関が対策を行い、成績は改善傾向となっ

ていますが、「発症から病院到着までの時間の平均」はあまり改善がみられません。

なお、あき総合病院については、県東部の急性期診療を担っており、平成 30 年よ

り治療成績調査の対象としています。

学会等で心臓血管外科医・麻酔科医が不在の時は、急性大動脈解離の緊急手術に

対応できない場合があり、四国全体で対策を考えていく必要があります。

保健医療圏 安 芸 中 央 高 幡 幡 多 県

虚血性心疾患の
退院患者平均在院日数（日）

2.6 25.1 30.7 5.6 23.1

在宅等の生活の場に復帰した虚血性
心疾患患者の割合（％）

88.9 93.2 65.8 80.0 91.8
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（図表 6-3-33）虚血性心疾患の退院患者平均在院日数および在宅復帰率

出典：平成 26 年患者調査

課題

１ 発症前

（１）生活習慣の改善

急性心筋梗塞を予防するためには、脂質異常症、喫煙、高血圧、糖尿病、メタボ

リックシンドローム、ストレスなどの危険因子についての啓発と、特定健診等によ

る健康状態の把握と生活習慣の改善を通じた発症リスクの低減を図ることが求めら

れています。

特定健診等において脂質異常等の発症リスクを指摘された方が保健指導や医療機

関受診に着実につながるよう特定保健指導の徹底や受診勧奨の取り組みが重要です。

（２）心血管疾患（特に急性心筋梗塞）の知識の普及

急性心筋梗塞を発症しても胸痛などの典型的な症状でなければ、急性心筋梗塞を

疑わずに医療機関を受診するのが遅くなる患者さんがいます。患者さん自身が急性

心筋梗塞のハイリスク者だと認識すること、そして非典型的な症状を知っているか

否かが発症から受診時間までを大きく左右します。

２ 救護搬送体制

急性心筋梗塞を発症した後は、速やかな専門的治療が必要ですが、急性心筋梗塞

治療センターは、中央医療圏に4医療機関、幡多医療圏に1医療機関と中央医療圏に

集中しており、アクセス性に課題があります。

しかしながら、あき総合病院で緊急冠動脈造影や経皮的冠動脈形成術が行えるよ

うになり、救急隊の現場到着から病院到着までに要する時間は改善傾向にあり、ア

クセス性は改善の方向性を示しています。

３ 急性期の医療提供体制

「病院到着からバルーン拡張までの時間（Ｄ２Ｂ）の中央値と 90 分以内の割合」

は、急性心筋梗塞治療センターの各医療機関が対策を行い、成績は改善傾向となっ

ていますが、「発症から病院到着までの時間の平均」はあまり改善がみられません。

また、あき総合病院を治療成績調査の対象としておらず、安芸医療圏の急性期診

療の実態を把握できていません。

学会等で心臓血管外科医・麻酔科医が不在の時は、急性大動脈解離の緊急手術に

対応できない場合があり、四国全体で対策を考えていく必要があります。

保健医療圏 安 芸 中 央 高 幡 幡 多 県

虚血性心疾患の
退院患者平均在院日数（日）

2.6 25.1 30.7 5.6 23.1

在宅等の生活の場に復帰した虚血性
心疾患患者の割合（％）

88.9 93.2 65.8 80.0 91.8
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目標

１ 発症の予防

【最終目標】虚血性心疾患患者数の減少

【中間目標】①喫煙者の減少

②未治療の高血圧患者の減少

③未治療の糖尿病患者の減少

④未治療の脂質異常症の減少

⑤メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の減少

【個別施策】①特定健診率の向上

②特定保健指導実施率の向上

区

分
項目 直近値 目標（令和５年度） 直近値の出典

最終
目標

O
虚血性心疾患受療率
（10 万人当たり）

入院 38 人
外来 65 人

入院 35 人以下
外来 60 人以下

平成 26 年
患者調査

中間
目標

P ①喫煙率
男性 28.4％
女性 7.4％

男性 20％
女性 5％

平成 28 年
高知県県民健康・

栄養調査

P
②高血圧性疾患患者の
年齢調整外来受療率
（10 万人当たり）

248 人 270 人以上 平成 26 年患者調査

P
③糖尿病患者の
外来受療率（10 万人当
たり）

179 人 200 人以上 平成 26 年患者調査

P
④脂質異常症患者の年
齢調整外来受療率

43.9 人 50 人以上 平成 26 年患者調査

P
⑤特定保健指導対象者
の減少率

平成 20年度比
13.39％減少

平成 20 年度比
25％減少

平成 27 年度厚生労
働省「メタボリック
シンドロームの該
当者及び予備軍の
減少率計算シート」

個別
施策

P ①特定健診受診率 46.6％ 70％

平成 27 年度厚生労

働省「特定健康診

査・特定保健指導に

関するデータ」（都

道府県別一覧）

P
②特定保健指導実施
率

14.6％ 45％

平成 27 年度厚生労

働省「特定健康診

査・特定保健指導に

関するデータ」（都

道府県別一覧）
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目標

１ 発症の予防

【最終目標】虚血性心疾患患者数の減少

【中間目標】①喫煙者の減少

②未治療の高血圧患者の減少

③未治療の糖尿病患者の減少

④未治療の脂質異常症の減少

⑤メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の減少

【個別施策】①特定健診率の向上

②特定保健指導実施率の向上

区

分
項目 直近値 目標（平成 35 年度） 直近値の出典

最終
目標

O
虚血性心疾患受療率
（10 万人当たり）

入院 38 人
外来 65 人

入院 35 人以下
外来 60 人以下

平成 26 年
患者調査

中間
目標

P ①喫煙率
男性 28.4％
女性 7.4％

男性 20％
女性 5％

平成 28 年
高知県県民健康・

栄養調査

P
②高血圧性疾患患者の
年齢調整外来受療率
（10 万人当たり）

248 人 270 人以上 平成 26 年患者調査

P
③糖尿病患者の
外来受療率（10 万人当
たり）

179 人 200 人以上 平成 26 年患者調査

P
④脂質異常症患者の年
齢調整外来受療率

43.9 人 50 人以上 平成 26 年患者調査

P
⑤特定保健指導対象者
の減少率

平成 20年度比
13.39％減少

平成 20 年度比
25％減少

平成 27 年度厚生労
働省「メタボリック
シンドロームの該
当者及び予備軍の
減少率計算シート」

個別
施策

P ①特定健診受診率 46.6％ 70％

平成 27 年度厚生労

働省「特定健康診

査・特定保健指導に

関するデータ」（都

道府県別一覧）

P
②特定保健指導実施
率

14.6％ 45％

平成 27 年度厚生労

働省「特定健康診

査・特定保健指導に

関するデータ」（都

道府県別一覧）
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２及び３ 救護搬送体制・急性期の医療提供体制

【最終目標】①急性心筋梗塞による死亡率が低下する

②大動脈解離による死亡率が低下する

③一般市民により心肺機能停止が目撃された心原性の心肺停止症例の

1 ヶ月後の生存者が増える

④一般市民により心肺機能停止が目撃された心原性の心肺停止症例の

1 ヶ月後の社会復帰者数が増える

【中間目標】①再還流療法実施率が増加している

②病院到着からバルーン拡張までの時間が 90 分以内の割合が増加

【個別施策】①バイスタンダーCPR ができる市民が増える

②県民に対する急性心筋梗塞の啓発

区

分
項目 直近値 目標（令和５年度） 直近値の出典

最終
目標

O ①急性心筋梗塞死亡率 7.8％ 7.5％以下
平成 28 年度
循環器疾患診療実
態調査（JROAD）

O ②急性大動脈解離死亡率 10.8％ 10.0％以下
平成 28 年度
循環器疾患診療実
態調査（JROAD）

O

③一般市民により心肺機能
停止が目撃された心原性の
心肺停止症例の１か月後生
存者数（５年間平均）

15.2 人 20 人以上
平成 28 年
救急・救助の現況
（総務省消防庁）

O

④一般市民により心肺機能
停止が目撃された心原性の
心肺停止症例の１か月後社
会復帰者数（５年間平均）

10.8 人 13 人以上
平成 28 年
救急・救助の現況
（総務省消防庁）

中間
目標

P ①再灌流療法実施率 91.4％ 低下させない
平成 28 年
急性心筋梗塞治療
センター治療成績

P

②病院到着からバルー
ン拡張までの時間
(door to balloontime) 90
分以内の割合が８割以上

急性心筋梗
塞治療セン
ター2 病院
で実施可能

全ての急性心筋
梗塞治療センタ
ーで実施可能

平成 28 年
急性心筋梗塞治療
センター治療成績

P
③発症から病院到着
までの時間の平均が
4 時間以下

急性心筋梗
塞治療セン
ター2 病院
で実施可能

全ての急性心筋
梗塞治療センタ
ーで実施可能

平成 28 年
急性心筋梗塞治療
センター治療成績

個別
施策

P
①普通・上級救命講習の受
講者数（１万人対）

128 人 140 人以上
平成 28 年
救急・救助の現況
（総務省消防庁）

S
②24 時間使用可能な
AED 設置数

1,042 台 1,500 台以上

一般財団法人救急財

団の AED 設置場所検

索（平成 29 年 7 月現

在）

P
③県民に対する急性心筋梗
塞の啓発

－ 実施を検討
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